
（全会計　～R2:決算額　R3:最終予算額　R4:当初予算額）

23,864

17,346

13,679

13,606

11,766

4,526

4,404

3,369

2,738

2,576

（R2: 決算額、普通会計）
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※普通会計（各団体間の適切な比較や統一的な把握ができるよう、全国統一的な基準により用いられている会計区分）ベースの残高
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8,7218,721

10,99910,999

19,72019,720

10,59810,598

11,58411,584

22,18122,181

11,71711,717

12,07712,077

23,79423,794

12,21212,212

248248

12,56012,560

25,02025,020

12,16112,161

767767

12,95412,954

25,88225,882

11,76511,765

1,0521,052

12,36012,360

25,17625,176

11,25311,253

1,2201,220

11,88311,883

24,35624,356

10,75610,756

1,6171,617

11,26011,260

23,63323,633

9,9809,980

2,2522,252

10,74210,742

22,97522,975

9,2779,277

2,8412,841

10,32110,321

22,43922,439 21,74421,744
20,77120,771

8,7228,722

3,2843,284

9,7389,738

8,0588,058

3,8043,804

8,9098,909 8,2138,213

7,4977,497

4,0514,051

19,76019,760

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2

7,8187,818

7,3757,375

4,2034,203

19,39619,396

8,0468,046

7,6327,632

4,1854,185

19,86319,863

R3 R4

※令和3年3月31日現在の登録人口（住民基本台帳登録人口）

市の借金（市債）は、1兆9,396億円
　市債残高は、最大時の平成16年度末には2兆 5,000億円以上になりました。その後、毎年、新たに発
行する市債の額を抑制することなどにより、市債残高は着実に減ってきており、令和４年度末には1兆
9,396億円程度になる見込みです。

（年度）

　市債残高※は、政令指定都市の中でも高い水準にあり、市民一人あたりに換算すると５番目に多くなっ
ています。

市民一人あたりの市債残高は、約75万円

■市民一人あたり市債残高の比較（R2: 決算額、普通会計）

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R4R2 R3
19,730 22,285 24,229 25,889 27,092 26,333 25,500 24,934 24,508 24,098 23,436 22,671 21,965 22,246 21,947 

■満期一括積立金を含む全会計市債残高の推移

■市債残高（満期一括積立金を除く）の推移



一人あたりの公園緑地面積

下水道普及率 (人口普及率）

都市計画道路の整備率
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　福岡市では、国の景気対策とも連動し、立ち遅れていた都市基盤・生活基盤（道路・下水道・文化・スポー
ツ施設等）の整備を、市債を活用して積極的に推進してきました。
　市民生活の向上に寄与する社会資本整備が飛躍的に向上した反面、市債残高は急激に増加しました。

令和2度平成4年度

主に下水道や道路など、将来世代の市民も使う
公共施設をつくるために使用　

下水道や道路、地下鉄などの整備を積極的に行ったため、市債残高が増加

令和4年度
発行見込
1,072億円

臨時財政対策債

230
（21.5％）

道路

113
（10.5％）

港湾

59
（5.5％）

学校等

79
（7.4％）

水道

97
（9.0％）

市営住宅

46
（4.3％）

その他

182
（17.0％）

下水道

126
（11.7％）

地下鉄

140
（13.1％）

1,195

985

1,319

799

821

891

172

692

1,131

217

538

507

153

580

130

436

628

342

388

493

408

351

599

360

395

458

285

584

2,180 2,118

1,884

1,023

765

1,788

2,040

1,198 1,146

1,358
1,252

1,354

H28

334

312

428

1,074

1,327

417

292

496

1,205

386

286

385

1,057

R2 R3

374

230

468

1,072

R4H30

9

7

4.7

9

※注 1: 平成 4年度当時の政令指定都市12都市中の順位 (東京都 (区部 ) を除く )
※注 2: 令和 2年度当時の政令指定都市20都市中の順位 (東京都 (区部 ) を除く )

　借金（市債）は、主に何十年の長期にわたって使
用する公共施設をつくるための財源となってい
ます。その理由は、下水道や道路などの長期にわ
たって使用する公共施設については、施設をつく
る年の市民だけで全ての建設費用を負担するの
ではなく、施設を使用して便益を受ける将来世代
の市民にも負担してもらうことが公平だと考え
られるためです。

■市債発行額の推移（全会計　～R2:決算額　R3:最終予算額　R4:当初予算額）

■市の社会資本の整備水準



県費負担教職員制度の
権限移譲に伴う増加

0

100

200

300

400

50

150

250

350

一般財源は微増

財政調整基金の状況

　一般財源のうち、市税収入は、個人市民税・法人市民税の増などにより、過去最大の規模となりました。し
かし、市税収入の増加等に伴い、実質的な地方交付税が減少するため、一般財源全体としては微増となって
います。

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡等を調整するための基金として、財源に余裕がある場合や決
算余剰金が発生した場合に積み立てを行います。新型コロナウイルス感染症の影響などのように、経済情
勢の変動によって財源が不足する場合や、災害発生など緊急に支出が必要な場合等に取り崩して活用し
ます。そのため、福岡市では、可能な限り財政調整基金を確保しておく必要があると考えています。

（年度）
H24 H25 H26 H27 H28 H29

（億円）

144

200
224

242

278

318

341

369

285

214
198

■財政調整基金残高の推移
　（～R2：決算額  R3：決算見込額  R4: 当初予算額）

H30 R3 R4R2R1

（億円）

（年度）
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3,3583,358

330330
355355

582582

4,6254,625

3,3973,397

280280
310310

691691

4,6784,678

2,6412,641

394394

435435

412412

3,8823,882

2,6862,686

390390
391391

443443

3,9103,910

2,7592,759

375375
332332

484484

3,9503,950

2,7442,744

365365
290290

553553

3,9523,952

2,7962,796

325325
280280

564564

3,9653,965

2,8342,834

420420

390390

850850

4,4944,494

3,1913,191

385385
345345

619619

4,5404,540

R1 R2

3,1663,166

435435
315315

765765

4,6814,681

3,4553,455

230230
385385

779779

4,8494,849

R3 R4H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30



収入が大幅に伸びない中、
義務的経費の支出が高止まり、財政が硬直化
　福祉や医療などの固定的な経費（義務的経費）が増加し、新し
い事業への投資に使えるお金が少なくなってきています。

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然とし
て高い水準にあります。

○４年度は、市税収入が増加しています。それに伴い、地方交付税等は減少しており、
一般財源は微増となっています。

○社会保障関係費の増加や公共施設等の改修・修繕等に係る財政需要の増大が見込まれ
ています。

○将来世代に過度な負担を残さないためにも、健全な財政運営の取組みを着実に進めて
いく必要があります。

H30H24 H25 H26 H27 H28 H29 R1 R2

2,801 2,814

R3 R4

2,856 2,900
2,761

60.6％ 60.2％ 61.0％ 59.8％60.8％

4,678 4,681 4,8494,6254,540

県費負担教職員制度の
権限移譲に伴う増加



一般財源総額（令和3年度当初予算）※財政調整基金取崩前
4,580

～現行制度等を前提とした姿～

○ 大幅な伸びが期待できない一般財源
○ 伸び続ける社会保障関係費
  ・医療や介護保険への公費負担の増加
 ・福祉サービスに必要な公費負担の増加（生活保護、児童福祉、障がい福祉等）
○ 公共施設等の改修・修繕等に係る経費の増加
○ 高止まりを続ける公債費

○ 老年人口（65歳以上）が増加し、生産年齢人口の割合が低下
 特に、75歳以上（後期高齢者）は15年間で1.5倍に
○ 保育所等入所児童、生活保護世帯、障がいのある方が引き続き増加していく見込み
○ 昭和40～50年代に整備した公共施設等の老朽化の進行
○ 新型コロナウイルス感染症に起因する社会経済情勢の変化

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

4,389 4,422 4,462 4,474 4,522 4,529 4,540 4,558

本市財政は、当面は厳しい状況が続くことが予想される



※財政運営プラン（令和３年６月策定）より抜粋

○本市財政の見通しを踏まえ、市民生活に必要な行政サービスを安定的に提供しつつ、重要
施策の推進や新たな課題に対応するために必要な財源を確保できるよう、政策推進プラン
に基づき投資の選択と集中を図るとともに、歳入の積極的な確保や行政運営の効率化、既
存事業の見直しなど徹底した事業の選択と集中や不断の改善に取り組みます。

○また、中長期的に、「生活の質の向上」と「都市の成長」のために必要な施策事業の推進
により税源の涵養を図りつつ、超高齢社会に対応する持続可能な仕組みづくりやアセット
マネジメントの推進、市債残高の縮減に向けた市債発行の抑制などにより、将来にわたり
持続可能な財政運営に取り組みます。

①市税及び税外債権の確保
②市有財産の有効活用等による財源の確保

①民間活力・ICTの活用や組織の最適化
②企業会計・特別会計における見直し
③外郭団体等の見直し

①ガイドラインに沿った補助金の適切な運用
②国・県との財政負担の適正化
③規制緩和による民間活力の誘導

①持続可能な個人給付施策等の構築
②使用料等における受益者負担の適正化

①施設の維持管理コストの縮減
②施設の老朽化への適切な対応
③施設の必要性の見直しや配置の最適化

①長期的な市債残高の縮減に向けた発行抑制
②将来負担比率の適正な管理

＜主な取組み＞

＜基本的な方針＞



●将来にわたり持続可能な財政運営に向けた令和4年度における取組みは？

　令和４年度の予算編成においては、「歳入の積極的確保」や「行政運営の効率化」などの取組みを進める
ことで、約114億円の財源を確保しました。

114億円114114114億億億円億円億円114億円財源確保総額

8億円888億億億円億円億円8億円行政運営の効率化

モーターボート競走事業収益における一般会計への繰出金の増
など

5億円

7億円777億億億円億円億円7億円その他役割分担、関与の見直し

消防ヘリコプター更新整備に伴う県補助金の確保
など

3億円

市税収入率の向上［R3　97.01％→R4　98.29％］
など
45億円

99億円999999億億億円億円億円99億円歳入の積極的な確保

①市税及び税外債権の確保 46億円

未利用地等の売却・貸付
など
44億円

②その他歳入の確保 53億円
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767767
25,882

20,72320,723

2,2522,252

22,97522,975

19,59819,598

2,8412,841

22,43922,439

18,46018,460

3,2843,284

21,74421,744

16,96716,967

3,8043,804

20,77120,771

15,19315,193

4,2034,203

19,39619,396

15,70915,709

4,0514,051

19,76019,760

（年度）

（万円）

H16～R2は当該年度末日現在の登録人口、R3、R4は R3.12 月末現在の登録人口

※1　満期一括償還のために既に償還財源を市債管理基金に積み立てたもの。
※2　臨時財政対策債は、国が地方交付税として交付する代わりに、地方に自ら市債を発行させ財源を調達するもの。
  　　その償還（返済）にあたっては、後年度に国から全額地方交付税で措置されます。
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708
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391
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　令和４年度の一般会計の市債発行額は698億円で、臨時財政対策債の大幅な減少（▲205億円）等に
より、令和３年度当初予算額から223億円減少しました。

　令和４年度末の満期一括積立金(※1)を除く全会計市債残高見込額から国が償還額を全額地方交付税
措置する臨時財政対策債(※2)の残高見込額を除いた額は、ピーク時の平成16年度末より9,922億円
縮減しています。
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は、平成16年度末から約88万円減少し約97万円とな
り、昭和60年度以来37年ぶりに100万円を下回ります。

（～R2: 決算額　R3: 最終予算額　R4: 当初予算額） （～R2: 決算額　R3: 最終予算額　R4: 当初予算額）



福岡市のＳＤＧｓの取組みについて

令和4年4月発行

令和４年度

令
和
４

令和４年度

令和4年度

　ＳＤＧｓとは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、「誰一人取り残さない持続可
能な社会」を実現するために、2015年の国連サミットで採択された、2030年を期限とする17の国際目標です。

　福岡市では、多くの市民の皆様とともに策定した「福岡市総合計画」に基づき、経済的な成長と、安全・安心で
質の高い暮らしのバランスが取れた、コンパクトで持続可能な都市づくりを進めることにより、ＳＤＧｓの達成に
取り組んでいます。
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